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入札公告の訂正

令和２年９月 16 日
独立行政法人都市再生機構

総務部長 小澤 宗弘
◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 14
〇第１号
１ 掲載日 令和２年９月２日
２ 訂正内容
 12頁２段目上から11行目
令和２年10月28日（水）を令和２年11月12
日（木）に訂正します。
 12頁２段目上から16行目
令和２年９月16日（水）を令和２年10月２
日（水）に訂正します。
 12頁２段目上から29行目
令和２年10月29日（木）を令和２年11月13
日（金）に訂正します。
 12頁２段目上から39行目
令和２年10月30日を令和２年11月16日に訂
正します。
 12頁１段上から45行目
平成29年度以降に本業務と同種又は類似
業務を受注し完了した実績を１件以上有して
いること。※「同種業務」とは、公的機関又
は民間企業における地図関連システムの改修
をいい、「類似業務」とは公的機関又は民間企
業における地図システムの導入をいう。なお、
公的機関とは、国、地方公共団体、独立行政
法人（前身の特殊法人等を含む）をいう。を
その他の競争参加資格については、入札説
明書による。に訂正します。
 12頁４段上から１行目

have at least one record of completing

the same work or similar works since the

fiscal year 2017.
＊Same work means the modification of
the map‑related system in a public insti‑

tution or private company.
＊Similar work means the introduction of
map‑related systems in public institutions

or private companies. In addition, pub‑
lic institutions refer to national govern‑

ments, local governments, and indepen‑
dent administrative corporations (includ‑
ing their predecessor special

corporations).をFor other competition
participation qualifications, refer to the
tender manual.に訂正します。

 12頁４段上から15行目
29 Octoberを13 Novemberに訂正しま

す。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、技術提案を共通化
する２件の工事を対象に、一括して公告し、審査
を実施する試行工事である。
本件の入札にあたっては、電子入札システムに
おいて２件の工事が別々に案件登録されているの
で、複数の工事に参加を希望する場合は、参加を
希望する工事毎に申請書の提出及び入札が必要で
ある。（詳細は入札説明書及び参考資料による。）
なお、希望工事のみに申請書を提出することも
できる。
本工事は、電子契約システム対象案件である。
令和２年９月 16 日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 石橋 洋信

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇第 17 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
 横浜港新本牧地区護岸（防波）本体工事
（その３）（電子入札対象案件）（電子契約対
象案件）
 横浜港新本牧地区護岸（防波）本体工事
（その４）（電子入札対象案件）（電子契約対
象案件）

 工事場所 製作場所：東京湾内
 工事内容 本工事は、横浜港新本牧地区護
岸の工場製作工及び本体工（ケーソン式）を
施工するものである。
 工期 契約締結日から令和４年１月21日ま
で

 本工事は、入札時に「技術提案（工事全般
の施工計画）」を求め、価格と価格以外の要素
を総合的に評価して落札者を決定する総合評
価落札方式の試行工事である。また、品質確
保のための体制その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式の試行工事である。ま
た、本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事で
ある。
 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。ただし、電
子入札システムによりがたいものは、発注者
の承諾を得て紙入札方式に代えるものとす
る。また、紙入札方式の承諾に関しては、関
東地方整備局総務部経理調達課に承諾願を提
出するものとする。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えるものとする。また、紙契約方式の
承諾に関しては、関東地方整備局総務部経理
調達課に承諾願を提出するものとする。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下、
「申請書」という。）を提出した者に対し、見
積参考資料（金抜き設計書）を開示する工事
である。
 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65
点未満であった場合、当該工事成績評定通知
の通知月から起算して１年間に行われる関東
地方整備局（港湾空港関係）の発注する工事
の入札において、総合評価落札方式の評価点
等を減じる試行対象工事である。ただし、事
故減点は原則適用外とする。
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局（港湾空港関係）が
発注し完成した工事がある者に対して、現場
代理人と監理技術者の兼務を認めないことと
する試行対象工事である。（詳細は入札説明書
による。）

 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札価格調査時の重点調
査の内容が著しく乖離した場合においては、
施工体制台帳の確認やヒアリング等を実施
し、乖離理由を検討したうえで、場合によっ
ては工事成績評定を減じる試行対象工事であ
る。
 本工事は、若手の主任（監理）技術者を定
期的に指導する経験豊富な技術者（技術指導
者）を配置できる「若手技術者登用促進型」
の試行工事である。なお、技術指導者の配置
については、申請書及び競争参加資格確認資
料（以下、「資料」という。）の提出者が選択で
きるものとする。
若手主任（監理）技術者は、公示年度の４
月１日時点で満40歳未満の者とする。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事は、「若手技術者を配置」「働き易い職
場環境の整備」及び「担い手育成活動を実施」
について工事成績評定で評価する工事であ
る。
 本工事は、ＩＳＯ9001認証取得を活用した
監督業務等の取扱いの対象工事である。ただ
し、低入札価格調査の対象となった場合を除
く。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等および特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工事
である。
 本工事は、中間前金払に代わり、出来高に
応じた部分払を選択することができる「出来
高部分払方式」の対象工事である。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。
なお、本方式の実施にあたっては、単価等
を個別に合意する方式（「個別合意方式」とい
う。）を基本とするが、受注者の希望により、
単価を一括的に合意する方式（「一括合意方
式」という。）も可能とする。
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